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１．企業集団の現況に関する事項
　⑴　事業の経過および成果
　　①　全般の概況
　　　 　当社グループは、当連結会計年度末現在でＨＯＹＡ株式会社および連結子会社102社（国内
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を売却しました。なお、その後のアヴァンストレート株式会社の資本構成変更・組織再編等
を経たのち、アヴァンストレート株式会社の株式47.4％を保有しております。

　　　 　当社は、ＨＤＤ用ガラスディスク事業の競争力を強化し今後の市場の成長に対応するため、
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　　⑤　デジタルカメラ部門の収益向上
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　⑺　重要な子会社の状況（平成21年３月31日現在）
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　⑼　主要な事業所および工場（平成21年３月31日現在）
　　①　当社
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会社（「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第８条第８項において
定義される「関係会社」をいう。）の取締役、執行役もしくは従業員となった場合に







22

４． 当社は、平成21年４月30日開催の取締役会において、指名委員会の決定に基づき、萩原
太郎氏を執行役技術担当として選任し、同氏は同日付で就任しました。また、同日付の
取締役会にて丹治宏彰氏の職務分掌が最高技術責任者（ＣＴＯ）から執行役企画担当に
変更になりました。

　　②　報酬委員会による取締役および執行役の報酬等の決定方針および当該方針の内容
　　　⑴　基本方針
　　　　 　当社は、「取締役および執行役のインセンティブを高める報酬体系を構築し、適正な業

績評価を行うことにより、当社の業績向上に資する」ことを目的として、報酬委員会を設
置しております。委員会は、当社の執行役でない社外取締役５名全員により構成しており
ます。

　　　⑵　取締役報酬に関する方針
　　　　 　取締役としての固定報酬と、委員会委員または委員長としての報酬で構成し、いずれも

当社経営環境、他社水準などを考慮して適切な水準で設定する。
　　　⑶　執行役報酬に関する方針
　　　　 　執行役としての固定報酬、業績による報酬等で構成する。
　　　　 　固定報酬は、各執行役の役職・職責に応じ、当社経営環境、業績、他社水準などを考慮

して、適切な水準で設定する。
　　　　 　業績による報酬は、業績（当期純利益等の指標）、期初に掲げた経営施策の達成度合い

により決定し、当社経営環境、他社水準などを考慮して、適切な水準で設定する。
　　　　 　また、海外駐在の際のベネフィット（住居、社有車）も、当社経営環境、他社水準など

を考慮して、適切な水準で設定する。
　　　⑷　ストックオプション
　　　　 　取締役および執行役のストックオプションについては、業績、個人別評価により報酬委

員会で審議し、取締役会で決定する。
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　　③　当事業年度に係る取締役および執行役の報酬等の総額
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　　　⑵　当事業年度における主な活動状況
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　　　⑶　責任限定契約の内容の概要
　　　　 　当社は、社外取締役との間で、今後その者が負うことがある会社法第423条第１項の責

任について、金1,000万円以上であらかじめ定める金額と法令で定める額とのいずれか高い
額を限度とする旨の契約を締結して贈 廞 看
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連結損益計算書 平成20年４月１日から（平成21年３月31日まで）
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平成20年４月１日から
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　リース資産
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⑶　特別修繕引当金　　　　 連続熔解炉の一定期間毎に行う大修繕の支出に備えるため、前回の大修繕における支出額を基
礎とした見積額によって計上しております。

⑷　製品保証等引当金　　　 販売済み製品に対して当社の保証期間内に発生が見込まれるアフターサービス費用に充てるた
めî 奴 キロリットル

鐓。ツ゚ 微 引当金　　　　 
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⑶　外注加工費及び支払手数料等 15,305百万円
⑷　営業取引以外の取引高 15,133百万円

⒊　減損損失
　当社は、ビジネス・ユニットを基準として、資産のグループ化を行っております。なお、売却及び除却予定資産・遊休
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関連当事者に関する注記 （単位：百万円）
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独立監査人の監査報告書
平成 21 年 ５ 月 13 日

ＨＯＹＡ株式会社
　取締役会　御中

監査法人 ト ー マ ツ
指 定 社 員
業務執行社員
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